
 

 

事 務 連 絡   
 令和７年７月 23 日 

 
 各都道府県・指定都市教育委員会学校安全主管課 
 各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 課  
 附 属 学 校 を 置 く 各 国 公 立 大 学 法 人 担 当 課 
  構造改革特別区域法第 12 条第１項の認定を  
  受けた各地方公共団体の学校設置会社担当課  
  各 国 公 私 立 高 等 専 門 学 校 担 当 課  

各都道府県・指定都市・中核市認定こども園主管課  
 
               文 部 科 学 省 総 合 教 育 政 策 局 

男女共同参画共生社会学習・安全課 

 
令和７年度「学校安全実践力向上セミナー（オンライン・オンデマンド 

配信）」の開催周知について（依頼） 

 
平素より、学校安全の取組に御理解、御協力をいただきありがとうございます。 

 この度、令和７年度学校安全総合支援事業（学校安全に係る専門性向上支援事業） 

において、標記セミナーを別添チラシのとおり開講することになりました。設置主体

を問わず、全ての学校・園・学校設置者の教職員・指導主事等が参加可能なセミナー

ですので、ぜひ御活用ください。 

各都道府県・指定都市教育委員会におかれては所管の学校及び域内の市区町村教育

委員会に対し、各都道府県私立学校主管課におかれては所轄の学校法人及び学校に対

し、各国公立大学担当課におかれては所管の附属学校に対し、構造改革特別区域法（平

成 14 年法律第 189 号）第 12 条第１項の認定を受けた各地方公共団体の学校設置会社

担当課におかれては所轄の学校設置会社及び学校に対し、各都道府県・指定都市・中

核市認定こども園主管課におかれては域内の市区町村認定こども園主管課及び所轄の

幼保連携型認定こども園に対して、別添チラシの配布をお願いいたします。 
なお、周知の範囲及び方法については、学校等における働き方改革の観点から、全

ての学校に一律に通知する以外にも、例えば、他の案件とまとめて周知する、教育委

員会主催の教員研修の場で配付する等、各教育委員会等において御判断いただくよう

お願いします。 【本件担当】 

文部科学省総合教育政策局 

男女共同参画共生社会学習・安全課 
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御中 

学校安全に関するセミナーを開講しますので、学校・園への周知（チラシの配布）

について御協力願います。なお、周知の範囲及び方法については、各教育委員会

等において御判断いただくようお願いします。 

 


